
１　総括

（１）人件費の状況（普通会計決算）

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１ 職員手当には退職手当を含みません。
（注）２ 職員数は、25年4月1日現在の人数です。

（３）ラスパイレス指数の状況

（注）１ ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）を用いて、

学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を100として計算した指数です。

（注）２ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。
（注）３ 平成２４年及び平成２５年は、国家公務員の時限的な（２年間）給与改定・臨時特例法による給与減額措置がないとした場合の値です。

（４）給与改定の状況

　　　　①　月例給

　　　　②　特別給（期末・勤勉手当）

（５）給与制度の総合的見直しの実施状況について

　　　　①　給料表の見直し

実施内容

　　　　②　地域手当の見直し

実施内容

　　　　③　その他の見直し内容

月

【給料表の改定実施時期】　平成２７年４月１日
【内容】　一般行政職の給料表については、平成２４年４月から平均2.04％の減額措置を本市独自で先行実施していたため、平均0.16％引き下げることとし
ます。激変緩和のため、５年間（平成３２年３月３１日まで）の経過措置（現給保障）を実施します。他の給料表については、行政職給料表との均衡を踏まえ
て見直しを実施します。

【支給割合】　東京都特別区に勤務する職員の支給割合について、国基準と同じ２０％とします。
【実施時期】　平成２７年４月１日から段階的に引き上げ、平成３０年４月１日に２０％とします。

管理職員特別勤務手当、単身赴任手当及び寒冷地手当について、国と同様に見直しを実施しました。（平成２７年４月１日実施）

【概要】国の給与制度の総合的見直しでは、俸給表の水準の平均２％の引き下げ及び地域手当の支給割合の見直し等に取り組むとされています。

区　　分 給与改定率 （参考）国の改定率

年度 ％ ％0.32 0.2726

区　　分 年間支給月数

職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ

105,557

（参考）国の年間支給月数

26年度 4.10月 4.10

区　　分 住民基本台帳人口 歳 出 額 実 質 収 支 人 件 費

16.5

人 件 費 率 （参考）

24年度の人件費率

　　　　　　　　　　　％　　　　　　　千円

4,467,951 5,803

　　　　　千円

給　 料

A

　　　　　　％

一人当たり

7,634,637

　　　　　千円

　　　　　　Ａ

60,713,839 1,443,250

千円

6,021

千円 千円

1,089,66725 770 2,904,385 473,899

年度 人 千円

津山市の給与・定員管理等について

（参考） 類似団体

一人当たり給与費

　　　　　（26年１月１日） 　　　　　　Ｂ Ｂ／Ａ

　　　　　千円

給与費 B/A

12.6

千円

年度 人　

区　　分 職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

25

101.8 

98.4 98.8 
100.3

99.1 98.8
100.2

98.7 98.5
99.9

98.7 98.6

90.0

95.0

100.0

105.0

津山市 類似団体平均 全国市平均

H23.4.1 H24.4.1 H25.4.1 H26.4.1

実施
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

（１）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（２６年４月１日現在）

　　　　①　一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　　　②　技能労務職

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

円 円

※　民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。（平成23年度～25年度の3ヵ年平均）
※　技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではありません。
※　年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員においては

前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与その他特別給与額の額を加えた試算値です。

　　　③　教育職

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

（注）１ 「平均給料月額」とは、２６年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。
（注）２ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての諸手当の額を　　　　　 

合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。　
　また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当等を除いたもの）で算出したものです。

（２）職員の初任給の状況（２６年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円

（３）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（２６年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

（注）　対象者が３人以下である階層については、「-」印で示しています。

51.4 8

うち学校給食員 53.8

308,485 352,606

43.7 374,397 404,654

津山市

5,974,999

50.1

1.85

49.3

公　務　員（Ｃ）  

津山市 ―

参　　考

国

17

――

3,119 287,992 ―

―

―

353,768

平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額 対応する民間

365,900

367,700

平均給与月額

―

326,611

― ― ―

―

230,600

―

1.63

――

（Ｂ）

368,082 調理士376,882

374,468

― ―

59 326,688

Ｃ/Ｄ

――

平均給与月額

―

民　　間　（Ｄ） 

― ―

―

Ａ/Ｂ

（国比較ベース）

―

―

平均年齢

361,250

の類似職種

――

41.1

―369,375

372,166

- -

技能労務職 - - -

区　　　　分 経験年数７～１０年 経験年数１０～１５年 経験年数１５～２０年

一般行政職
大　学　卒 243,973 280,530 321,671

高　校　卒

教　育　職
大　学　卒 - -

短　大　卒 -

教　育　職 大　学　卒 172,200 205,200 －

国

一般行政職
大　学　卒 172,200 184,000 172,200

高　校　卒 140,100 147,100 140,100

212,580 249,473 289,407

389,774 362,721

417,187

402,261 366,377

公　　務　　員

363,100

-

386,642

その他 353,300

区　　分 平均年齢 平均給料月額

区　　　　　分 津　山　市 岡　山　県

43.6

25

43.2 338,182

―国 43.5 335,000

（A）  

津山市 42.8 333,100

368,467

408,472

類似団体 42.7

平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額

（国比較ベース）

職員数

区　　分 平均年齢

津山市

岡山県 ― ―

3,231,100うち学校給食員

区　　分

岡山県

類似団体

類似団体

年収ベース（試算値）の比較

参考民　　間

岡山県

325,549

区　　分

53.1

平均年齢

40.6

338,744
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３　一般行政職の級別職員数等の状況

（１） 一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（平成２６年４月１日現在）

（注）１ 津山市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。
（注）２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

  

（２）昇給への勤務成績の反映状況

勤務評定は行っていますが、現在のところ、勤務成績の昇給への反映は行っていません。

４　職員の手当の状況

（１）期末手当・勤勉手当

千円 千円

（25年度支給割合） （25年度支給割合） （25年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

・役職加算　5～15％ ・役職加算　5～20％ ・役職加算　5～20％

・管理職加算　15～20％ ・管理職加算　10～25％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

【参考】 勤勉手当への勤務成績の反映状況（一般行政職）
勤務評定は行っていますが、現在のところ、勤勉手当や昇給への反映は行っていません。

0.65 1.45 0.65 1.45 0.65

1,432 1,594

2.60 1.35 2.60 1.35 2.60 1.35

1.45

津　　　　　山　　　　　市 岡　　　　　山　　　　　県 国

１人当たり平均支給額（25年度） １人当たり平均支給額（25年度） ―

　　　　　　　　％

11 1.7

6　　級 部長又は困難な業務を所掌する部次長
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

32 5.0

5　　級 部次長又は困難な業務を所掌する課長
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

76 12.0

7　　級 困難な業務を所掌する部長
　　　　　　　　人

最高号給の
給料月額

4　　級
課長又は困難な業務を所掌する課長補
佐

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

75 11.8

41.3

3　　級
課長補佐又は困難な業務を所掌する係
長

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

125 19.7

定型的は業務を行う主事・技師
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

54 8.5

2　　級
主任・係長又は相当高度の知識若しくは
経験を必要とする業務を行う主事・技師

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

262

区　　分 標準的な職務内容 職員数 構成比
１号給の
給料月額

135,600

314,200

　　　　　　　　円

357,100

　　　　　　　　円

1　　級

400,700

　　　　　　　　円

450,700

　　　　　　　　円

220,700

　　　　　　　　円

284,900

　　　　　　　　円

　　　　　　　　円

384,500

　　　　　　　　円

394,600

　　　　　　　　円

　　　　　　　　円

277,000

　　　　　　　　円

506,700

414,200

　　　　　　　　円

444,800

　　　　　　　　円

463,900

　　　　　　　　円

１級 8.5% １級 6.1%
１級

10.2%

２級 41.3% ２級 42.3% ２級 46.0%

３級 19.7% ３級 19.8%
３級 12.6%

４級 11.8% ４級 12.8% ４級 10.2%

５級 12.0% ５級 11.8% ５級 14.1%

６級,5.0% ６級 5.4% ６級,4.7%

７級, 1.7% ７級, 1.8% ７級, 2.1%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成26年の構成比 1年前（平成25年）の構成比 5年前（平成21年）の構成比
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（２）退職手当（２６年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（2～45％加算） （2～45％加算）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、２５年度に退職した職員に支給された平均額です。

（３）地域手当（２６年４月１日現在）

％ 人 ％

％ 人 ％

（注）　地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方公務員の給与水準を比較するため、地域手当の支給率

を用いて補正したラスパイレス指数のことです。

（補正前のラスパイレス指数×（1+当該団体の地域手当支給率）/（1+国の指定基準に基づく地域手当支給率）により算出。）

（４）特殊勤務手当（２６年４月１日現在）

千円

円

％

（５）時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

156,551

支給職員１人あたり平均支給年額（２４年度普通会計決算） 237

災害時出動職員

支給実績（２４年度普通会計決算）

支給実績（２５年度普通会計決算） 152,941

支給職員１人あたり平均支給年額（２５年度普通会計決算） 314

特殊現場作業手当 技能労務職職員 高所,深所,傾斜地等の危険現場での業務従事 日額　　300円

下水道業務手当 下水道課勤務職員

環境事業所勤務職員
単純労働職員が作業主任者等として行う危険物取
扱者業務

日額　　150円

特殊勤務時間業務手当 図書館勤務職員 規則で定める特殊な勤務日又は勤務時間に従事 日額　　550円

感染症防疫勤務手当 環境生活課勤務職員
感染症予防のための消毒作業,感染症発生箇所消
毒作業

日額　　950円

酸素欠乏危険作業手当 土木課勤務職員 酸素欠乏危険作業 日額　　500円

下水道施設の汚水処理・供用開始した管渠内の検
査，調査等

日額　　450円

用地交渉手当 管理課勤務職員
勤務時間外における土地の取得等の権利者との直
接折衝

日額　　500円

非常災害出動手当 豪雨等非常災害発生時巡回監視･応急作業業務 日額　　800円

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

東京都特別区 18 1 18

99.9

岡山市 3 4 3

( 　99.9 　 )

廃棄物処理業務手当 環境事業所勤務職員 ごみ収集,運搬,破砕等処理作業

社会福祉業務手当 社会福祉事務所勤務職員 社会福祉法に規定する市町村が処理する業務

保健指導業務手当 健康増進課勤務職員
家庭訪問による，結核，感染症，精神保健に係る保
健指導業務

地域手当補正後ラスパイレス指数

（ラスパイレス指数）

支給実績（２５年度普通会計決算） 4,724

日額　　400円

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

52.44 52.44 52.44 52.44

8,977 25,414

30.82 36.57 30.82 36.57

43.70 52.44 43.70 52.44

津　　　　　　　　　　山　　　　　　　　　　　市 国

21.62 21.6227.025 27.025

支給職員１人当たり平均支給年額（２５年度普通会計決算） 13,160

職員全体に占める手当支給職員の割合（２５年度普通会計決算） 46.6

手当の種類（手当数） 13

日額　　850円

行路者収容手当 社会福祉事務所勤務職員 行路死病者の収容業務 １件　 6,000円

日額　　400円

滞納整理業務手当 納税課勤務職員 外勤による滞納整理業務及び差押執行業務 日額　　400円

特殊危険作業主任業務手当
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（６）その他の手当（２６年４月１日現在）

５　特別職の報酬等の状況（２６年４月１日現在）

円 /

（ 円 ）

円 /

（ 円 ）

円 /

円 /

円 /

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

給料月額×在職月数×0.53×0.5 円 任期ごと

（ 給料月額×在職月数×0.53 円 ）

給料月額×在職月数×0.35×0.85 円 任期ごと

（ 給料月額×在職月数×0.35 円 ）

(注）１ 給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額です。                         

(注）２ 退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     

勤めた場合における退職手当の見込額です。                                 

(注）３ 退職手当の（　）内は、特例条例適用による減額措置を行う前の金額です。                         

100,521 千円 236,519

25年度 25年度

扶養手当 同 －

異なる内容
内容及び支給単価

普通会計決算

支給実績
支給職員1人当たり

－ 673 円

単身赴任手当 同 － 564 千円 ― 円

寒冷地手当 同 千円 74,756
基準日（毎年１１月から翌年３月までの各月
の初日）に寒冷地等に在勤する職員に支
給　月額7,360円～17,800円

管理職
特別勤務手当

異
（国）1回
6,000円～
12,000円

672 千円 18,667

公署を異にする異動等に伴い、住居を転
居し、やむを得ない事情により配偶者と別
居し、単身で生活することを常況とする職
員に支給　月額23,000円～68,000円

円

円

通勤手当 異

管理職手当 異

（国）職位に
より46,300円
～146,400
円

102,470 千円 461,579

宿日直手当 異
（国）1回
4,200円

239 千円 14,082

（国）交通用
具（自動車
等）使用者
最高限度額
24,500円

73,275 千円 112,730

・交通機関利用　運賃相当額（最高限度額
月額55,000円）
・自動車等利用　距離区分により月額
5,300円～34,400円

管理職員に下記の金額を支給
・部長級　55,500円
・部次長・課長級　40,800円
・課長補佐級　33,150円

管理職の職員が、臨時又は緊急の必要性
により、週休日又は休日等に勤務した場合
に支給　1回8,000円～12,000円

円

普通会計決算

住居手当 同 272,628・借家の金額により上限27,000円 － 36,260 千円

円

手　当　名
国の制度 国の制度と 平均支給年額

との異同

・宿日直　1回4,200円
・半日直　1回2,100円

扶養親族のある職員に支給
・配偶者　月額13,000円
・配偶者以外の扶養親族　月額6,500円
・配偶者が無い場合1人目　月額11,000円
・特定期間の加算　月額5,000円

区 分 給 料 月 額 等

給

料

（参考）類似団体における最高/最低額

市 長 686,000

980,000

副 市 長 663,000

780,000

円

円

報

酬

議 長 550,000

副 議 長 515,000

議 員 465,000

期
末
手
当

市 長 （25年度支給割合） （25年度勤勉手当支給割合）

副 市 長 2.60

1,063,000円

876,000円

760,000円

620,000円

504,000円

481,000円

420,100円

338,800円

670,000円 366,600円

退
職
手
当

市 長
12,465,600

24,931,200

副 市 長
11,138,400

13,104,000

備　　　　考

月分 1.35 月分

議 長 （25年度支給割合）

副 議 長 3.60 月分

議 員
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６　職員数の状況

（１）部門別職員数の状況と主な増減理由

人

人

[ ］ [ ］ 人

（注）１ 各年の地方公共団体定員管理調査において報告した部門別職員数で、教育長を含んでいます。
（注）２ ［　　　　］内は、条例定数の合計です。

（２）年齢別職員構成の状況（２６年４月１日現在）

（注） 職員数は一般職に属する職員で、教育長を除き、一部事務組合等への派遣職員を含みます。

（３）職員数の推移 （単位：人・％）

（注）１ 各年の地方公共団体定員管理調査において報告した部門別職員数で、教育長を含んでいます。

年度

部門別

総合計 948 922 902 891 880 867 851 ▲ 97 (▲ 10.2%)

公営企業等会計計 112 110 108

19 44 53 90 134

人

96

153 143 ▲ 31 (▲ 17.8%)

618

▲ 16 (▲ 14.3%)

▲ 81 (▲ 9.7%)

過去６年間の増減数（率）

104 92 852

２０年 ２１年 ２２年 ２３年 ２４年 ２５年 ２６年

消防

97

普通会計計 836 812 794 788 783

教育 174 163 155 153 154

138

一般行政 662 649 639 635

職員数
人

96103

～

28歳 32歳

771 755

2

人

36歳

91 0

～

1,080 人口1万人当たり職員数

税務 57 55 ▲ 2

人人

85

人 人 人

以上

人 人

96 0

0

下水道 22 22 0

1,080

公
営
企
業
等

会
計
部
門

水道 34 34

小計 96

未満

40歳 60歳

～

612 ▲ 50 (▲ 7.6%)

人

629

人

39歳 43歳 47歳 51歳

～ ～

人

23歳 27歳 31歳 35歳

～ ～

その他 40 40 0

867 851 ▲ 16

合計 ＜参考＞

56歳

計

55歳

44歳

～ ～ ～

80.62

区　分

20歳 20歳 24歳

人口1万人当たり職員数

商工 32 30 ▲ 2 組織機構の見直し等

土木 92 91 ▲ 1 欠員不補充

小計 人口1万人当たり職員数 71.53

教育 153 143 ▲ 10 事務の統廃合縮小等

771 755 ▲ 16 ＜参考＞

（各年４月１日現在）

57.98

48歳 52歳

59歳

総務 163 158 ▲ 5 組織機構の見直し等

被災地派遣終了に伴う過員配置の終了等

普
通
会
計

一
般
行
政
部
門

議会 9 9 0

　　　　　　　　　　　区　分
　　部　門

職　　員　　数 対前年
主な増減理由

平成２５年 平成２６年 増減数

労働 7 7

0

618 612 ▲ 6 ＜参考＞

小計

0

農林水産 58 59 1 林業部門の充実

民生 120 123 3 保育・療育事業の充実等

衛生 80 80

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

16.0

18.0

％

年齢

構成比

５年前の構成比
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７　公営企業職員の状況

（１）津山市上水道事業

  　①職員給与費の状況

ア　決算

職員給与費

　　　　　　　

（注）１ 職員手当には退職給与金を含みません。
（注）２ 職員数は、２６年３月３１日現在の人数です。

イ　特記事項 特になし

②職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（２６年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。  

③職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円 千円

（25年度支給割合） （25年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

・役職加算　5～15％ ・役職加算　5～15％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

イ　退職手当（２６年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（2～45％加算） （2～45％加算）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）１ 退職手当の１人当たり平均支給額は、25年度に退職した職員に支給された平均額です。
（注）２ 津山市上水道事業では、25年度の退職者はいません。

ウ　地域手当（２６年４月１日現在）

％ 人 ％

％ 人 ％

（注）　地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方公務員の給与水準を比較するため、地域手当の支給率

を用いて補正したラスパイレス指数のことです。

（補正前のラスパイレス指数×（1+当該団体の地域手当支給率）/（1+国の指定基準に基づく地域手当支給率）により算出。）

岡山市 3 0 3

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

東京都特別区 18 0 18

52.44 52.44 52.44

8,977

52.44

- -

30.82 36.57 30.82 36.57

43.70 52.44 43.70 52.44

津山市上水道事業 津山市（一般行政職）

21.62 21.6227.025 27.025

25,414

1.45 0.65 1.45 0.65

2.60 1.35 2.60 1.35

1,396 1,432

津山市上水道事業 津山市（一般行政職）

１人当たり平均支給額（25年度） １人当たり平均支給額（25年度）

める職員給与費比率

年度 　　　　千円 千円　 千円　 ％

平均月収額

市町村（水道）平均 45.0 342,822 509,358

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢 基本給

34 131,370 27,210 47,470 206,050

　　　　給与費 　　B/A

千円

6,060

　　計　　Ｂ

年度 人 千円 千円 　　　　　千円 千円

25

総費用に占める （参考）

区　　分 職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当

％

25 2,672,930 83,261 206,050 7.7 7.8

Ａ  Ｂ　 　　　　　　Ｂ／Ａ

区　　分 　質収支 職員給与費比率 24年度の総費用に占

総費用 純損益又は実

（参考） 市町村（水道）

平均一人当たり給与費

千円

6,123

地域手当補正後ラスパイレス指数 99.9

（ラスパイレス指数） ( 　99.9 　 )

津山市上水道事業 40.9 338,450 505,024
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エ　特殊勤務手当（２６年４月１日現在）

千円

　円

　％

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円支給職員１人あたり平均支給年額（２４年度決算） 358

災害出勤手当 災害復旧等の業務に従事した職員 市又は水道局に災害対策
本部が設置されたときに以
下の業務に従事
①巡回監視に従事
②応急作業に従事
③勤務時間外に本部等の
業務に従事

①日額　800円
②日額　1,200円
③日額　500円

支給実績（２４年度決算） 10,026

支給実績（２５年度決算） 10,637

支給職員１人あたり平均支給年額（２５年度決算） 393

事故等対応手当 事故等の作業に従事した職員 突発的な破裂事故等によ
り，緊急に広報，臨時給水，
修理作業，放水等に従事

1回　600円

用地交渉手当 用地交渉業務に従事した職員 勤務時間外に土地等の取
得に関する折衝業務に従事

日額　500円

深夜勤務手当 現場作業に従事した職員 深夜（午後10時から翌日午
前5時までの間をいう。）に
屋外作業に従事

11/1～3/31　　1回　600円
その他のとき　 1回　500円

停水処分手当 停水業務に従事した職員 給水を停止する業務 1件　300円

危険手当 現場作業に従事した職員 ①酸素欠乏の危険を伴う作
業に従事
②水質検査及び測定機器
較正のため危険な薬品の取
り扱い業務に従事
③凍結工法作業現場で指
導・監督に従事
④地上及び地下2ｍを超え
る危険箇所で安全帯を着用
して作業に従事
⑤感電のおそれのある電気
設備の点検・復旧作業に従
事

①日額　500円
②日額　210円
③～⑤日額　400円

非常出勤手当 勤務時間外に緊急に呼び出しを受け
勤務した職員

勤務時間外に緊急に呼び
出しを受け勤務

（深夜・土曜･日曜・国民の職実に関
する法律に規定する休日）１回
2,400円
（その他の時）１回　2,000円

手当の種類（手当数） 9

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

支給実績（２５年度決算） 570

支給職員１人当たり平均支給年額（２５年度決算） 17,272

職員全体に占める手当支給職員の割合（２５年度） 97.0

非常呼出待機手当 公用の携帯電話を貸与された職員
（係長級以上の技術職員）

公用の携帯電話を貸与さ
れ，時間外に緊急連絡によ
り事故等に対応

日額　300円

滞納整理手当 業務課職員 水道料金徴収業務 日額　220円
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カ　その他の手当（２６年４月１日現在）

円

寒冷地手当 同

単身赴任手当 同 － - 千円 -

公署を異にする異動等に伴い、住居を転
居し、やむを得ない事情により配偶者と別
居し、単身で生活することを状況とする職
員に支給　月額23,000円～45,000円

管理職
特別勤務手当

異
（国）1回
6,000円～
12,000円

- 千円

円

管理職の職員が、臨時又は緊急の必要性
により、週休日又は休日等に勤務した場合
に支給　1回8,000円～12,000円

基準日（毎年１１月から翌年３月までの各月
の初日）に寒冷地等に在勤する職員に支
給　月額7,360円～17,800円

488,571

－ - 千円 -

円

円

通勤手当 異

- 円

管理職手当 異

（国）職位に
より46,300円
～146,400
円

3,420 千円

宿日直手当 異
（国）1回
4,200円

- 千円 -
・宿日直　1回4,200円
・半日直　1回2,100円

（国）交通用
具（自動車
等）使用者
最高限度額
24,500円

3,710 千円 115,937

管理職員に下記の金額を支給
・部長級　55,500円
・部次長・課長級　40,800円
・課長補佐級　33,150円

239,928 円

円

円

住居手当 同 － 2,184 千円 273,000

決算 決算

扶養手当 同 － 6,718 千円

・交通機関利用　運賃相当額（最高限度額
月額55,000円）
・自動車等利用　距離区分により月額
5,300円～34,400円

・借家の金額により上限27,000円

扶養親族のある職員に支給
・配偶者　月額13,000円
・配偶者以外の扶養親族　月額6,500円
・配偶者が無い場合1人目　月額11,000円
・特定期間の加算　月額5,000円

支給職員1人当たり

手　当　名
国の制度 国の制度と 平均支給年額

との異同 異なる内容 25年度 25年度

支給実績

内容及び支給単価
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